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１．はじめに 

令和 4 年度(令和 4 年 4 月～5 年 3 月)のわが国経済は、ロシアのウクライナ侵攻を機と

した世界的な資源高、さらに円安の進行によって、食料・エネルギーをはじめ、広範にモ

ノの価格が上昇した。多くの国ではインフレ抑制のため金融引締めに転じ、世界景気は下

振れリスクの渦中にある。 

国内に目を向けると、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置などの行動制限が実施され

ず、コロナ禍で減少していた人流が徐々に戻り始めたことから、小売業や宿泊・飲食業な

どを中心に、個人消費は持ち直している。一方で、物価高が消費マインドを下押しし、消

費回復が阻害される懸念の高まった年でもあった。 

当地においても、物価上昇の影響が続いた。売上高 DI が持ち直したにもかかわらず、

業況判断 DI の動きは鈍い。この要因は、経常利益 DI の低迷が挙げられる。コロナ禍の

影響が和らぎ一定の需要が回復する中、原材料やエネルギーなどの物価高を受け、仕入単

価の上昇が前期以上に影響し、収益を圧迫した。 

本稿は、真庭商工会景況調査を、岡山経済研究所が実施している東瀬戸圏企業経営動向

調査(以下東瀬戸圏)と比較しながら、年間の動きを振り返る。 

 

 

東瀬戸圏 BSI では、 

BSI＝（「増加・上昇・好転等の回答割合」－「減少・低下・悪化等の回答割合」）÷2 

としているが、本調査と単位を揃えるため、 

DI＝（「増加・上昇・好転等の回答割合」－「減少・低下・悪化等の回答割合」） 

とする。 

注：東瀬戸圏企業経営動向調査は、岡山経済研究所が昭和 55 年より毎年 4 回実施して

いる景気アンケート調査。調査対象は、岡山県、香川県、及び広島県備後地区に事業所を

もつ主要法人企業。 
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２．主な DI の一年間の推移 

a) 横ばいの業況判断 DI 

業況判断 DI は、令和 3 年 7～9 月期の▲52.0 を底に、当年度末には▲24.0 まで回復が

進んだものの、年度を通してみると動きは鈍く、概ね横ばい圏内で推移した。コロナ禍の

影響が和らぎ、特に小売業やサービス業において売上に改善傾向がみられたものの、価格

転嫁が十分に追いつかず、経常利益 DI は厳しい状況が続いた。コロナ禍の影響緩和と物

価上昇の悪影響がせめぎ合った年度であった。 

東瀬戸圏の自社業況総合判断 DI は当年度末には改善超となったものの、売上高 DI の

上昇超幅に比べて動きが弱い。当地同様、売上高 DI の上昇を物価高の悪影響が下押し、

収益が伸び悩んだことが要因と考えられる。先行きは、東瀬戸圏は仕入単価 DI にピーク

アウトの動きがみられたことから収益が持ち直すと思われ、景況感の水準差は開く見込み

である。 
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b) 持ち直した売上高 DI 

行動制限を伴わなかった令和 4 年度は、コロナ禍の影響が和らぎ売上高 DI は持ち直し

の動きがみられた。特に、川下に位置付けられる小売業やサービス業においてその傾向は

顕著であった。一方で、公共工事が急激に減少し工事高が低迷した建設業や、それら工事

業者向けの卸売業などが全体の足を引っ張る形となった。 

プラス圏での改善が続く東瀬戸圏の水準と比較すると、持ち直しの動きに変わりはない

ものの、上昇超で推移する東瀬戸圏に対し、低下超の続く当地の改善度合いは力強さを欠

く。今後も建設需要などの地域内需要は停滞が見込まれ、東瀬戸圏との格差は拡がる可能

性がある。 
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c) 高水準が続く売上単価 DI 

売上単価 DI は前期から上昇し、当年度後半には 21.0 まで上昇した。年度を通して高水

準が続いており、一定程度値上げの動きが進んでいることがうかがえる。「現在（今後）

進めている（いく）経営改善対策」においても「販売単価の引上げ」の存在感は高まって

おり、今後はその動向が注目される。もっとも、業種別にみると、建設業、卸小売業、サ

ービス業は上昇傾向にある一方で、製造業は上昇幅が縮小しており、業種ごとに方向性は

異なる。 

比較対象の東瀬戸圏は、一段と高水準で推移している。上昇の方向性こそ同一であるも

のの、上昇超の割合は東瀬戸圏が当地を大きく上回っており、当地の価格転嫁力の低さが

懸念される。 
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d) 上昇が続いた仕入単価 DI 

仕入単価 DI は、令和 4 年度も上昇を続け、年度末には 75.0 まで上昇した。年度末には

サービス業を除く全業種の仕入単価 DI が 80.0 を超えるなど、物価上昇が幅広い業種へ波

及している状況がみてとれる。「今期直面している経営上の問題点」でも、最も多くの企

業が仕入価格の上昇を課題と認識しており、今後の業況は価格転嫁の動きに左右されると

思われる。 

東瀬戸圏と比較すると、東瀬戸圏の仕入単価 DI は高水準が続いているものの、4～6 月

期にピークアウトした様子がうかがえる。上昇が続く当地は当年度末に東瀬戸圏の水準を

上回り、当地での影響は拡大しそうである。 
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e) 総じて弱い動きの経常利益 DI 

令和 4 年度の経常利益 DI は令和 3 年 7～9 月期の▲54.0 を下回ることはなかったもの

の、総じて弱い動きが続いた。人流が回復し売上高 DI が伸長した卸小売業、サービス業

こそ持ち直しの動きがみられるものの、全体を押し上げるほどの動きではなかった。これ

は売上単価 DI が上昇しながらも、仕入単価 DI を大きく下回っている構造が要因と考え

られる。コロナ禍の影響が緩和し、社会経済活動が正常化することで売上は伸びながらも、

価格転嫁が追い付かず、収益を圧迫している。 

東瀬戸圏には持ち直しの動きがみられているが、当地は横ばいで推移している。これは、

元々の売上高 DI の差に加え、当地よりも先に東瀬戸圏の仕入単価 DI がピークアウトし

たことで、経常利益の動きに差が出てきているためと考えられる。 
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f) 東瀬戸圏企業経営動向調査との相違点 

当地と東瀬戸圏の当年度の動きをみると、いずれもコロナ禍の影響が和らぐことで社会

経済活動が正常化し、売上が持ち直しながらも、物価高に対して価格転嫁が追い付かず、

収益が圧迫された。いずれも経済活動の正常化と物価高がせめぎ合った年であったといえ

る。両者の相違点は売上高 DI と仕入単価 DI にある。当地の価格転嫁力（売上単価 DI

上昇超幅）が東瀬戸圏を下回る中、仕入単価が年度の始めにピークアウトした様子のうか

がえる東瀬戸圏に対し、当地は上昇傾向が続いている。その結果、経常利益 DI の動きに

差がみられ、東瀬戸圏の業況判断 DI は当地より高い水準になったものと思われる。 

業種別にみると、製造業、建設業で東瀬戸圏との開きが特に大きい。卸小売業の水準は

当地が東瀬戸圏を上回っているものの、持ち直している方向性は同様であった。サービス

業は単純比較できないものの、飲食・宿泊業は当地が東瀬戸圏の動きを上回った。 

規模別にみると、規模の小さな事業者ほど景況感が低迷する中、いずれの規模において

も当地が東瀬戸圏を下回っている。 
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３．業種別の概況 

全産業 製造業 建設業 卸小売業 サービス業

4/4～6

▲ 32.0 ▲ 20.0 ▲ 48.0 ▲ 52.0 ▲ 8.0

7～9

▲ 40.0 ▲ 28.0 ▲ 60.0 ▲ 40.0 ▲ 32.0

10～12

▲ 41.0 ▲ 40.0 ▲ 52.0 ▲ 48.0 ▲ 24.0

5/1～3

▲ 24.0 ▲ 20.0 ▲ 44.0 ▲ 32.0 0.0  

 

業況天気図 

判定基準 業況判断 DI の水準 

20以上 0以上 －20以上 －40以上 －60以上

20未満 0未満 －20未満 －40未満 －60未満  

 

（製造業） 

コロナ禍の影響緩和が続いた一方、原材料やエネルギーなどの物価上昇により収益が圧

迫され、業況判断 DI は低下傾向で推移した。もっとも、令和 5 年 1～3 月期は原材料価

格の上昇が沈静化に向かったことから収益環境が改善し、業況判断 DI は持ち直した。 

（建設業） 

公共工事の急激な減少により、工事高が低迷し業況判断 DI は大幅な悪化超となった。

年度後半に受注は持ち直しの動きがみられたものの、資材価格高騰などの工事原価の上昇

から収益が圧迫され、業況は総じて厳しい状態が続いた。 

（卸小売業） 

工事業者向けの受注が低調であったものの、コロナ禍の影響緩和により小売業を中心に

売上が堅調に推移し、業況判断 DI は持ち直しの動きがみられた。もっとも、仕入価格の

上昇に対して価格転嫁が追い付かないことが重石となり、悪化超の状態は続いている。 

（サービス業） 

業況判断 DI は、コロナの感染状況に沿った動きであった。第 7 波のあった 7～9 月期

こそ前期比で悪化したものの、年度を通じ上昇傾向にあり、令和 5 年 1～3 月期では調査

開始後初めてマイナス圏から脱却するまで回復した。ただし、前年同期との比較で数値が

実態以上に動いた可能性もある。 
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４．おわりに 

当年度は県内に行動制限が課されず、コロナ禍の影響は徐々に和らいだ。オミクロン株

の猛威など感染力は強いものの重症化率は低下する中、県内旅行割引など人流を正常化さ

せるための施策も同時に進行し、県・市民のコロナに対する警戒感も薄れた。社会活動の

正常化は、経済活動の正常化にも通じる。人流が戻ることで、川下産業の売上が好調とな

るだけでなく、需要増加に対応して工場の稼働率が上昇し、雇用が生まれ消費につながる

という好循環が生まれる。令和 4 年度はまさにそのような循環が生まれ始めた年であった。 

一方で、物価の上昇が好循環を下押ししている。日本銀行が発表している国内企業物価

指数は前年度比 9.3％上昇し、これは 1981 年度以降最大の伸びであった。2022 年 12 月を

ピークに、上昇幅は減速し始めたものの、未だ予断を許さない状況である。 

このような状況を踏まえながら当地の動きをみると、コロナ禍の影響緩和により売上高

DI が持ち直したにもかかわらず、景況感が盛り上がらなかった理由として、経常利益 DI

の低迷が挙げられる。原材料価格が急激に上昇する中、価格転嫁が進まなかったことが収

益状況の悪化を招いた。価格転嫁の状況を可視化するため、当調査と東瀬戸圏それぞれの

「販売単価 DI−仕入単価 DI」を算出し、時系列にしたのが下図である。販売単価 DI と仕

入単価 DI の数値が一致すれば数値はゼロとなり、マイナスとなればなるほど仕入単価の上

昇に対し販売単価の上昇が進んでいないことを示す。両者を比較すると、当地の価格転嫁

は一度も東瀬戸圏を上回ることなく、常に低位で推移している。また、既に仕入単価 DI

のピークアウトを迎えたと思われる東瀬戸圏に対し、当地の仕入単価 DI は引き続き上昇傾

向にあり、価格転嫁の動きは今後さらに差が開く懸念もある。 
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価格転嫁が進まない要因の一つとして、消費者離れへの警戒感が挙げられる。川上業種

の製造業の厚い東瀬戸圏調査に比べ、消費者と直接つながるサービス分野や消費者向け分

野の多い当地においてはそのような警戒感が大きく影響する。また当地調査は、価格転嫁

力が弱いとされる小規模事業者が多いという特徴もある。 



10 

 

消費を落ち込ませることなく健全な価格転嫁が進むためには、消費者が値上げを許容す

ることのできる環境整備、すなわち「賃上げ」が重要となる。全国的に見れば既に人手不

足を背景に賃上げの動きがみえ始めており、今後は、賃上げの行方が個人の消費マインド

や購買力の上昇、ひいては景況感の先行きを左右するものと思われる。 

 

最近 1年間の主な出来事 

年 月 世界 日本 岡山・真庭

4 4
仏国、マクロン大統領再選
リオのカーニバルが2年ぶりに再開

成人年齢を18歳に引き下げる改正民法が施
行
東京証券取引所、再編後の３市場で取引開始

瀬戸内国際芸術祭2022春会期がスタート（夏は8月、
秋は9月スタート）
真庭市などが環境省の第1回「脱炭素先行地域」に選

5
米国主導の「インド太平洋経済枠組み
（IPEF)」、13ヵ国で発足

経済安全保障推進法が成立
三菱自水島製作所で三菱・日産の新型「軽EV」の生
産開始
真庭市がテレワーク施設「Uffice」を湯本温泉館に整備

6
NATO首脳会議、北欧2ヵ国加盟に合意

添乗員同行のツアー客限定で外国人観光客
の受け入れを2年ぶりに再開

真庭市に学習施設「里山・海山交流館しんぴお」が開
所

7
英国、ジョンソン首相が辞意表明

安倍晋三元首相が演説中に銃撃され死亡
第26回参議院選挙、自民党が改選過半数を
超す63議席を確保

岡山デスティネーションキャンペーンが始まる

8 米下院議長、25年ぶりに台湾訪問 第2次岸田改造内閣が発足 岡山、香川で「BA.5対策強化宣言」

9 英国エリザベス女王が死去
政府・日銀が約24年ぶりにドル売り円買い介
入

国際現代美術展「岡山芸術交流2022」が開幕

10
中国、習近平総書記の3期目政権が発
足

「産後パパ育休（出生時育児休業）」がスタート
観光支援策「全国旅行支援」が全国で開始
円相場が1ドル150円台と32年ぶりの円安水準

真庭市で勝山喧嘩だんじり、久世だんじり喧嘩が3年
ぶりに開催

11
G20サミット、ロシア非難の首脳宣言採
択
米中間選挙、共和党が下院奪還

日中首脳、初の対面会談

岡山城がリニューアルオープン
「JR姫新線×旭川りんくるラインdeエコマルシェ」が初
開催
大宮踊がユネスコの無形文化遺産に登録されることが

12
ウクライナ大統領が訪米

日銀が異次元緩和策を10年目にして転換する
方針を決定

真庭市の道の駅「風の家」隣接地に「フェアフィール
ド・バイ・マリオネット・岡山蒜山高原」がオープン

5 1

中国、61年ぶりに人口減少

ユニクロを運営するファーストリテイリングが賃
上げを発表
政府は、新型コロナウイルスの感染症法上の
分類を「5類」に引き下げることを決定

県重要無形民俗文化財・郷原漆器の製作に取り組む
郷原漆器製さん振興会がメンバーの高齢化を理由に
解散することを決定
真庭市がデジタル地域通貨「まにこいん」を導入

2
トルコ、シリアでM7.8の地震発生

日産自動車と仏ルノーが資本関係で「対等」に
なることで最終合意

真庭市が「EVまにわ構想」を公表

3
米国、シリコンバレー銀行破綻

日銀新総裁に経済学者の植田和男氏を充て
る人事案を賛成多数で可決
文化庁が京都に移転

岡山商工会議所青年部創立30周年

 


